
交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

指
標
①

十日町産
魚沼コシヒ
カリの認知
度

―
　　(H27.3)

20%
(R1年度)

20% 67%

指
標
②

移住者数
（５ヵ年平
均）

16人
(H21～26

年度平均)

38人
(H28～R1
年度平均)

38人
(H28～R1
年度平均)

115人
（H28～R1
年度平均）

指
標
③

友好交流
都市等から
の農業体
験交流数
（「越後田
舎体験」事
業への入
込数）

2,612人
(H26年度)

3,000人
(R1年度)

3,000人 2,390人

（Ｃ）
外部有識者からの評価

・和光市での十日町産
魚沼コシヒカリの販売
価格について、将来的
には民間事業者もお
りますので、できる限
りプロパー価格で勝負
できるような環境まで
もっていけたらよいの
ではないか。

・十日町産魚沼コシヒ
カリの認知度が67％と
いうことで素晴らしい
と思う。

B
特に見

直しをせ
ず、事業
を継続
する。

地方創生
に相当程
度の効果
があった

【実績】
平成28年度に加速化交付金を活用し、友好
交流都市の埼玉県和光市に地域商社クロス
テン営業所towakoを整備。
　28～30年度は地方創生推進交付金、R1年
度は市単の地域商社基盤強化事業補助金に
より、地域商社クロステンの首都圏等におけ
る営業販売活動を支援。

【成果】
・Ｒ１年度コメ販売実績68.4t（前年比116%
増）。
・首都圏等での物産イベントに年間16回出展
し、十日町産品の販売・ＰＲを実施。
・和光市に隣接する新座市、朝霞市の物産イ
ベントに新規出展し、営業販売エリアを拡大。
・新座市の学校給食採用校2校増。
・和光市商工団体と十日町市商工団体との研
修会の実施。
・和光市役所の食堂への十日町食材の提供
開始。

【課題】
・指標①は、クロステンが東京で開催した物
産イベントにおける来場者アンケートの結果
であり、認知度が高いのは十日町に関心のあ
る方が回答しているためである。現在、首都
圏営業所towakoの周辺都市での販路拡大に
取り組んでおり、当該地域での認知度を高め
る必要がある。
・指標③は、近年伸び悩んでおり、首都圏等
での農産物の営業販売活動とともに観光の
誘客活動にも取り組む必要がある。

・現在、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、
学校給食や飲食店等へ
の販売が低迷しており、
今後、地域商社クロステ
ンの販売回復に向けた営
業販売活動を支援してい
く。
・地域商社クロステンと行
政が連携し、十日町産品
の営業販売活動及び十
日町市への誘客促進活
動を展開していく。

（Ｄ）
事業の方向性

（Ｂ）
当該年度における取組評価

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉

R1総額

財源内訳

指標

（Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

地域商社の多機能
化による友好交流
都市等との「ヒト・
モノ・ココロの対
流」加速化事業
（明許繰越）

《６－１－４》

【農林課】

総合戦略：
P9
基本目標Ⅰ-②-3)
十日町産品の販売
力強化

P16
基本目標Ⅲ-①-1)
若い世代のUIター
ンの促進

P17
基本目標Ⅲ-②-1)
体験型観光や広域
観光の推進

【事業目的】
　「大地の芸術祭」で培った地域ブランドや地域商社活動で培った営業ノウハウ、人脈
等を活かし、十日町市が魚沼産コシヒカリの一大産地であることを一般消費者に広く
知ってもらい、当市の農業を「努力が報われる産業」にする。また、「縁」を出発点として
「ヒトの流入」「モノの輸出」「ココロの交流」という対流を加速化することにより、「十日町
ファン」を増やし、市内産業の振興、交流人口の増加及び移住定住の促進に繋げる。

【事業概要】
　クロステン、市観光協会、十日町市の連携により、首都圏への前線基地として埼玉県
和光市に多機能型の地域商社拠点「魚沼とおかまちアピールセンター（仮称）」を設置
し、以下のプロジェクトを展開し、また試行的実施と市場ニーズ等のデータ収集に基づく
マーケティング戦略確立を同時並行して行う。

１ 産地直送！越後妻有のごっつぉお裾分けプロジェクト：
　飲食店などを対象とした小ロットでの地域産品のプロモーションやマーケティング、学
校給食への食材供給等を行うほか、市内企業・農業者の首都圏への営業活動支援、
新商品開発のための市場ニーズ情報の提供等を実施する。また、中長期的には、マー
ケティングにより「世界レベルの芸術」や「プロが選ぶ高品質」といった当市の持つ強み
と親和性の高いターゲット層を開拓し、販路拡大につなげる。さらに、和光市との防災
協力の一環として災害時には流通在庫を非常食として提供する協定を締結する予定。

２ 来らっしゃい十日町・千客万来プロジェクト：
　「十日町ファンであること」が地域産品の購買意欲や移住促進に繋がっていることに
着目し、上記プロジェクトとの相乗効果を期待し、ファン層拡大のための地域プロモー
ションや観光誘客、交流促進等を行う。具体的には、市内の観光資源やイベント等の情
報提供、着地型旅行商品の販売促進等による観光誘客を図ると共に、都市農村交流
による農業等のお試し体験、空き家情報等の提供・就農相談受付などにより当市への
移住・定住の誘導を図る。また、農業者による飲食業やバイヤーなど食のプロの招へ
い、観光業者によるブロガーやマスコミなど発信力のある者の誘致、マーケティング
データ収集のためのアンケート実施等、販路開拓や観光誘客促進、移住促進等に繋が
る取組を支援する。

【計画期間】
　H28～R1

1
加速化交

付金
― ― ―

資料１－１

事業計画期間：H28～R1年度

交付金の交付対象期間：H28年度

（交付金の交付はH28年度で終了）

検証対象期間：H28～R1年度



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

中越文化・観光産
業支援機構（仮称）
による歴史資源を
活かした観光振興
（明許繰越）

《７－１－３》

【観光交流課】

総合戦略：
P15
基本目標Ⅲ
地域の魅力を更に
磨き、選ばれるま
ちを目指す

地方創生加速化交付金　小計 ① 事業数 ２ 0 0 0

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

R1総額

財源内訳

指標

1,704,148
人

観光客入
込客数

1,704,148
人

(R1年度)
2

【事業目的】
　本事業は、中越地域の近隣市町村が連携し、「中越文化・観光産業支援機構（仮称）」
を立ち上げ、地域の豊富な文化資源の価値を、訪れる人それぞれの目的、テーマに応
じて的確に伝えるコンテンツを整備するとともに、到着から移動、食事、宿泊、体験、帰
路まで、すべてを総合的にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽする体制と取り組みを、地方公共団体、
商工会、文化関係団体、金融機関、交通事業者、食の提供事業者等の関係者によって
構築、促進し、来訪者に文化的な刺激、充足感を提供することで、地域の新たな文化観
光産業の振興及び雇用の確保につながる交流人口の拡大を図るものである。

【事業概要】
１ 雪まつり広域連携事業
　観光地としての雪国十日町の知名度向上を目的として、同じく雪をキーワードとして
取り組んでいる周辺自治体の冬イベントを有機的に連携した。また、そのためのPR。
　①十日町雪まつり、越後妻有雪花火PR業務
　WEBを訪問する人々の傾向や年齢層等を分析するため、YahooとGoogleを対象とし
たリスティング広告及びバナー設置を行った。
　②はとバスラッピングによるPR
　首都圏を走るはとバスにラッピング広告を行った。大型バス1台　40日間
　③海外メディアにおけるPR業務
　香港におけるインフォマーシャル作成及び放映
　④メディアラック等活用事業
　長野県、群馬県の大型スーパー等に専用のラックを設置し、冬季イベントのPRを行っ
た。
　⑤広域シャトルバス運行事業
　当市の冬のイベントと、周辺市町村の冬のイベントを有機的に連携するため、越後湯
沢駅発着のシャトルバスを運行。十日町雪まつりと越後妻有雪花火、雪原カーニバル
の３つのイベント時に運行した。
　⑥広域冬のイベントPR用パンフレット作成
　上記①～⑤の事業でも活用できるよう、当市と周辺市町村の冬のイベントパンフレット
の作成。日本語版と英語版をそれぞれ作成した。

２ 大地の芸術祭の里ブランド化推進事業
　「大地の芸術祭の里」としてのブランドイメージを確立し、通年での観光誘客を図るた
め、大地の芸術祭の四季折々のプログラムを実施。約200作品ある既存の作品群を活
かしながら、春夏秋冬それぞれに四季を活かしたプログラム「大地の芸術祭の里　越後
妻有2016春夏秋冬」を開催した。また、四季プログラム実施に合わせてポスターやチラ
シを作製したほか、テレビやラジオによる広報プロモーションを実施した。さらに、地場
産品のリニューアルに合わせてパッケージ提案を行うなど地場産品グッズの開発を
行った。

【計画期間】
　H28～R1

加速化交
付金

―
1,845,000

人

特に見
直しをせ
ず、事業
を継続
する。

・雪国観光圏をはじめとし
た広域連携による周遊ツ
アー開発等、できる形か
ら具体事業に取り組むた
めのワーキングを開始す
る。

・大地の芸術祭あるい
は雪花火に関しては、
十日町市を代表する、
日本を代表するような
イベントになってきて
いると高く評価してい
ます。ただ、このＫＰＩ
の数値、「観光客入込
客数」が非常につかみ
であり、こういう形であ
るので仕方ないとは思
うのですが、本来であ
れば宿泊数だけでは
捉えられないので、県
の経済センサス調査
等の付加価値額で捉
えるのが一番良いと
思います。ただ、その
結果が出るのが４、５
年かかるので短期間
で評価するにはふさ
わしくないのかもしれ
ませんが、入込客数と
いうのが実際の人出
の客数、様々な施設
あるいはイベントの入
場客数を累計したもの
であると思います。非
常に難しいですが、全
体的には評価するの
ですが、今後の総合
戦略等でこれを指標と
することは少し問題が
あるのではと思いま
す。全体的にはこの事
業に関しては非常に
成果が上がっていると
感じています。

A

【実績】
・雪をキーワードとした観光イベント「十日町
雪まつり」や「越後妻有雪花火」など多数開
催。
・WEBによる広域イベント情報発信を推進。

【成果】
・広域イベント情報発信や広域シャトルバス運
行に取り組んだことで、首都圏からの直通バ
ス運行や雪国観光圏等の枠組みも視野に入
れた圏域内イベントを周遊する二次交通の事
業化につながっている。

【課題】
・雪国観光圏※等広域連携による相互送客
等の取り組みの必要性については、関係者
間で認識されているものの、共通ルール等構
築に向けた議論には至っていない。

※雪国観光圏
十日町市、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、津南
町、みなかみ町、栄村の県の枠を超えた7市
町村を圏域として、雪国というこの地域ならで
はの地域文化や風土の特徴を活かした観光
資源の掘り起しを行い、国際競争力の高い観
光地としての魅力を高め、国内外から観光旅
客の来訪及び滞在を促進することを目的とし
た組織。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

（Ｃ）
外部有識者からの評価

（Ｄ）
事業の方向性

1,549,225
人

(H26年度)
―― 

指
標
①

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業計画期間：H28～R1年度

交付金の交付対象期間：H28年度

（交付金の交付はH28年度で終了）

検証対象期間：H28～R1年度

資料１－１



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

中越文化・観光産
業支援機構による
歴史資源・行政視
察を活用した広域
観光

《７－１－３》

【観光交流課】

総合戦略：
幹事自治体である
長岡市のみで設定

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

R1総額

財源内訳

指標

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

（Ｄ）
事業の方向性

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

30,850,622
人

(R2年度)

うち十日町
市は

1,781,608
人

26,412,549
人

(H26年度)

（長岡市、
三条市、柏
崎市小千

谷市、十日
町市、見附
市、燕市、
魚沼市、南
魚沼市、弥
彦村、出雲
崎町、津南
町の12自
治体の合

計値）
うち十日町

市は
1,549,225

人

【事業目的】
　地方創生加速化交付金を活用し、中越地域の近隣の１２市町村が連携し、移動、食
事、宿泊までを総合的にプロデュースする「中越文化・観光産業支援機構（以下、「機
構」という。）」を立ち上げたところである。
この機構と近隣の自治体、観光業界、金融機関、大学、関係団体等の協力によって、
季節観光から通年観光、日帰り・単発イベント観光から滞在型観光に転換することで、
観光を一大産業として成長させ、観光による外需から新たな産業の振興及び雇用の確
保につなげ、人口減少に歯止めをかける。

【事業概要】
　本事業は、地域の豊富な文化資源の価値を、訪れる人それぞれの目的、ﾃｰﾏに応じ
て的確に伝えるコンテンツを整備するものである、また、新たな観光商品としての芽が
出つつある行政視察にも取り組み、地方公共団体・議会・中央省庁、さらには全国の金
融機関、大学等をﾀｰｹﾞｯﾄに、地方創生の全国ﾓﾃﾞﾙとなりうる事業の紹介や事業推進の
ほか、機構と連携し事業のＰＲと行政視察の案内を全国に向けて実施し、来訪者の増
加を図るものである。そして、将来的には総合的なﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ及びﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽを、機構が行
う。

１ 豪雪体感インバウンド事業
・豪雪アウトドア観光商品の開発
　雪国特有の自然や文化などをコンテンツとしたアウトドア旅行(体験)商品の開発を行
う。特に、豪雪を一つのフックとしつつも通年での誘客や経済循環につながる仕組みを
構築する。

・豪雪体感観光商品開発
　豪雪や雪国を活用して、観光事業者や宿泊施設等が、着地型の観光商品を開発する
際にその費用の一部を補助する。

・外国人観光客受入体制整備
　外国人観光客を宿泊施設や観光施設等に受入れる際に必要な看板等の多言語化や
Wifi整備のほか、アウトドア施設の安全性・利便性向上等のための改修等を行う。

・各種プロモーションの実施
　ツアー造成につながる海外旅行代理店の招へい等、外国人観光客等に向けたプロ
モーションを実施する。

【計画期間】
　H28～R2

推進交付
金

33,058,350

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

26,369,950
人

（長岡市、
三条市、柏
崎市小千

谷市、十日
町市、見附
市、燕市、
魚沼市、南
魚沼市、弥
彦村、出雲
崎町、津南
町の12自
治体の合

計値）
うち十日町

市は
1,845,000

人

29,487,119
人

うち十日町
市は

1,704,148
人

16,529,175 16,529,1753
観光客入
込客数

指
標
①

【実績】
・豪雪体感観光商品開発支援事業補助金の
活用により2団体が商品開発を実施。AI自動
翻訳機20台配備による外国語対応機能強化
や、冬期間のアクティビティ体験商品造成に
よる、滞在型コンテンツの充実を図った。
・把握した顧客ニーズをフィードバックしなが
ら、これまで構築したコネクションを活用し海
外現地商談会へ出展（台湾・タイ）。
・国内インバウンド商談会に出展（大阪）。
・スノーピーク監修に基づく大厳寺高原キャン
プ場のリニューアルとして、ばーどがーでんに
室内キャンプサイトを開設。雨天時等の受入
体制を拡充。

【成果】
・ターゲット国の台湾・タイからの来訪者数
が、平成29年度比でそれぞれ163％・331％と
増加した（平成30年度は大地の芸術祭による
来訪者増の影響が大きいため平成29年度と
比較）。
・大地の芸術祭運営の主体であるNPO越後
妻有里山協働機構や、市内で滞在型ツアー
を展開している事業者との連携による商談会
出展等により、エージェントごとに訴求するコ
ンテンツを選択した営業活動を展開すること
ができた。

【課題】
・商談会後、ツアーの造成に結び付けられる
よう営業活動を継続し、強固な関係性を構築
する必要がある。
・魅力的なイベントはあるものの、単発（短期
間）イベントではツアー造成に結び付けにく
い。比較的小規模な、体験プログラムを組み
込んだ滞在型観光商品のメニュー増加を図る
必要がある。
・海外商談会は、直接的な訴求力はあるもの
の費用負担が大きいため、民間企業参加が
消極的である。行政主導でなく、自主的活動
を展開する業界団体（枠組み）との協働によ
る取組が必要である。

・観光客・体験をより
意識したメニュー改革
が求められてくるた
め、今後はそういった
ところの充実を図って
いき、経済的効果を高
めていく必要があると
思います。実績値はＫ
ＰＩとして設定している
分に関しては目標を
大幅に超えており、イ
ンバウンド国内在住の
外国人への対応の準
備というところも前年
度より充実したという
ことで、成果としてもそ
れが現れていることが
見受けられる。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

・新潟県や湯沢町、雪国
観光圏等と連携し、国内
外観光展や商談会へ積
極的に参加。
・コロナ禍をきっかけとし
たインバウンド動向の変
化を織り込み、国内在住
の外国人を対象とした誘
客メニュー等を展開。
・これまでに獲得した対象
国とをつなぐキーパーソン
を軸に、対象国、及び旅
行形態（個人旅行等）を
絞ったプロモーションを実
施。
・海外商談会への参加
等、自主的な誘客活動を
展開する業界団体等との
協働によるプロモーション
を実施。
・大厳寺高原キャンプ場
の施設整備及び体験メ
ニュー追加等とともに、効
果的なPR活動を展開す
る。

A
特に見

直しをせ
ず、事業
を継続
する。

資料１－１

事業実施期間：H28～H32年度

検証対象期間：H28～H32年度
事業計画期間：H28～R2年度

（中越地域の12市町村の広域連携事

業）

交付金の交付対象期間：H28～R2年

度

検証対象期間：H28～R2年度



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

指
標
①

県内需用
電力量に
対する再
生可能エ
ネルギー
発電電力
量の割合

41.8%
(H28年度)

46.0%
(R2年度)

44.95%
※今冬

公表
予定

指
標
②

情報サー
ビス産業に
おける売上
高

130,230
百万円

(H26年度)

176,570
百万円

(R2年度)

163,784
百万円

109,152
百万円

総合戦略：
P22
基本目標Ⅳ-①-1)
エネルギー対策の
推進

指
標
③

本事業によ
る経済波
及効果

0
千円

(H27年度)

45,835,000
千円

(R2年度)

36,668,000
千円

12,208,000
千円

（Ｄ）
事業の方向性

R1総額

財源内訳

指標

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉

11,200,0004

「再生可能エネル
ギー、AI、IoT、ロ
ボット」等による新
成長プロジェクト

《４－１－４》

【エネルギー政策
課】

【事業目的】
　産業の「強み」を活かし、加速化交付金を活用して取り組んでいる航空機産業等や新
成長分野の再生可能エネルギー産業の振興を行うことにより、地域経済を活性化させ
ていく。
　また、これらの産業の振興を行うに当たり、AI、IoT、ロボットなどといった新技術の開
発、導入を促進し、本県産業の生産性の向上や、雇用のミスマッチや高齢化などの課
題に対応していく。
　さらに、再生可能エネルギーの活用による安心、安全な地域であるという地域ブランド
の確立やAI、IoT、ロボットなどの活用による労働環境の改善等により、企業誘致や若
者等の定住を促進し、地方の創生を図る。

【事業概要】
１ 新分野、新技術に関する調査、研究、情報発信等
　本県の持つ再生可能エネルギーのポテンシャルの詳細やAI、IoT、ロボット等の導入
効果について、産・官・学で連携し、調査、研究等行い、その結果を県内企業等に発信
することにより、再生可能エネルギー関連産業への進出やAI、IoT、ロボット等の導入を
促進する。また、交付金対象事業による調査・研究結果は、交付金事業終了後も各分
野の研究会等で調査、研究、開発、情報発信等に活用していく。
２ 新分野進出、新技術導入費用への支援
　民間の金融機関等の融資を利用して自立的に、新分野進出、高付加価値化等に取り
組む企業が行う設備投資に対する金利負担を支援する。また、市場が熟成されていな
い新技術について、市場開拓に必要な費用の支援を行うことにより、市場を成熟させ、
導入コストの低減を図る。

１ 再生可能エネルギー活用促進補助事業
　再生可能エネルギーの普及促進のための導入費支援
　・住宅用太陽光発電　15万円/kW(上限60万円)
　・木質バイオマスストーブ　補助率1/3(上限15万円)
　・地中熱利用システム　補助率1/3(上限80万円)

【計画期間】
　H28～R2

推進交付
金

11,200,000 0

（Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

事業が
効果的

であった
ことか

ら、取組
の追加
等さらに
発展さ
せる。

引き続き、リーフレットや
市ホームページによる広
報や相談窓口の開設によ
り、補助事業の周知に取
組み、第二次十日町市総
合計画に掲げた、市内総
電力消費量の30%を再生
可能エネルギーで創出す
べく、本事業の利用促進
を図る。

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

【実績】
再生可能エネルギー設備の普及のため、家
庭・事業用に設置する費用の一部を助成。
（令和元年度から地方創生推進交付金の交
付を受けず、市単独事業として実施）
・住宅用太陽光発電（出力1kWあたり15万円
上限60万円）
               17件、9,890千円

・木質バイオマスストーブ（補助率1/3　上限
15万円）
              9件、1,310千円

・地中熱利用システム（補助率1/3　上限80万
円）
                0件

【成果】
市が補助事業を創設することにより、再生可
能エネルギーの活用を促進し、安全安心な生
活基盤の形成や成長分野である再生可能エ
ネルギー産業の振興を図った。

【課題】
地球温暖化対策は世界的な課題であり、市
民一人ひとりが解決に向けて取り組むことが
必要である。化石燃料由来のエネルギーから
再生可能エネルギーへ利用転換を図るととも
に、再生可能エネルギーの普及促進に向け、
官民挙げて進める必要がある。

B

・指標として難しいとこ
ろがあり、十日町市の
取組が反映される指
標が望ましいというこ
とは理解しているが、
経済的な取組も含め
て判断すると、前年度
に比べて取組も進ん
でおり、また、市長も
ゼロカーボンシティを
目指すということを表
明しているため、期待
する。

地方創生
に相当程
度の効果
があった

事業計画期間：H28～R2年度

（新潟県、魚沼市、十日町市の広域連

携事業）

交付金の交付対象期間：H28～R2年

度

検証対象期間：H28～R2年度

資料１－１



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

指
標
①

観光客入
込客数

2,987,000
人

(H27年度)

3,170,000
人

(R1年度)

3,170,000
人

2,400,096
人

指
標
②

宿泊者数
247,000人
(H27年度)

262,000人
(R1年度)

262,000人 238,054人

総合戦略：
P17
基本目標Ⅲ-②-1)
外国人観光客の誘
客促進

P18
基本目標Ⅲ-②-5)
大地の芸術祭の推
進

指
標
③

大地の芸
術祭の経
済波及効
果

5,089,000
千円

(H27年度)

　－
千円

(R1年度)

－
千円

－
千円

5

特に見
直しをせ
ず、事業
を継続
する。

・東京オリンピック・パラリ
ンピックに向けて、引き続
き、新博物館を拠点として
縄文文化の素晴らしさを
広く情報発信する。
・大地の芸術祭の中間年
は来訪者数が落ち込む傾
向にあることから、四季プ
ログラムや通年で鑑賞が
できることを発信し、来訪
客の拡大を目指す。

・来年の大地の芸術
祭のことを考えると地
域住民ともっと直接関
わることが重要。こへ
び隊の大半が香港・
台湾の方で、日本の
方は少ない。もちろん
足りないところは地元
で補いたいが、地元の
方でそういったことが
出来る人を増やしてい
かないと今後は大変
になる。次回の芸術祭
では外国の方のこへ
び隊は期待できない
ので、地元の理解者を
増やしていくことがと
ても大事だと思いま
す。

・地域住民を抱き込む
と地域の誇りというも
のも涵養していく。ま
た、今後の展開に記
載されているとおり、
オリンピックに向け
て、まずは県内客のマ
イクロツーリズムを促
進していくところを意
識していかなければな
らないと。昨年度の取
組を見ると積上げが
効いてきているような
ので、「Ｂ＋」と評価す
る。

R1総額

財源内訳

実績（決算）額　〈単位：円〉

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

指標

No

地方創生
に効果が

あった

（Ｃ）
外部有識者からの評価

（Ｄ）
事業の方向性

（Ｂ）
当該年度における取組評価

【実績】
・新博物館を広くPRするため、国宝・火焔型土
器モニュメント、新博物館ロゴマーク、ポス
ター・チラシを製作した。
・地域の魅力を満載したスペシャルツアーや
展覧会の開催。また、地域の住民や企業団
体が事業に関係する機会を創出し、地場産業
と結びつくグッズ開発及びマーケットの開催な
どにより交流人口の拡大を目指した。

【成果】
・国宝・火焔型土器モニュメントは博物館の入
口付近に設置され、インスタ映えするスポット
として、来館者の増加を期待できる。
・指標①、②の目標に達しなかった要因として
は芸術祭以外の大きなイベントである雪まつ
りが小雪の影響で規模を縮小したことから来
場客数が落ち込み、市全体の入込客数が
減ったため。

【課題】
・新博物館を拠点として、十日町市の縄文文
化や歴史だけでなく、観光資源についても情
報発信して、来館者を市内の各地へ導き、地
域振興を図る。また、新博物館のロゴマーク
については、各種の広報媒体に使用するだけ
でなく、ミュージアムグッズでの活用を予定し
ている。魅力ある商品の開発が今後の課題で
ある。

Ｂ
＋

国宝「火焔型土器」
の縄文文化と「大
地の芸術祭」の里
山文化をキラーコ
ンテンツとした誘客
促進事業

《１０－５－４》

【文化財課】
【観光交流課】

【事業目的】
　十日町市は少子高齢化が進む、いわゆる「過疎地域」であるが、平成12年から３年に
１度「大地の芸術祭」を開催しており、現在は年間50万人以上の観光客が来るように
なった。何十年も若者がいない集落に若い定住者が来るようになり、子供も産まれ「奇
跡の集落」と呼ばれるようにもなってきた。これにより、地域は自分たちが思っているよ
りも素敵なものだと再認識を始めた。そのような中、平成27年度には十日町市歴史文
化基本構想策定に着手し、自分たちの「地域の宝（文化財）」を再認識する事業を行っ
ている。これにより、地域文化を積極的に発信することで交流人口を増やし、インバウン
ド誘客にも地域一丸となって向かい、地域のアイデンティティーを確保すると同時に地
域活性化を目指す。

【事業概要】
　新潟県唯一の国宝・火焔型土器やこの地ならではの「豪雪」など地域文化発信の拠
点として、平成32年の東京オリンピック・パラリンピック開催に合わせて新博物館を建設
する。さらに、東京オリンピック・パラリンピックに向けて、火焔型土器をオリンピックの
聖火台に採用されるよう、国宝・火焔型土器を含む「縄文文化の素晴らしさ」を世界に向
けて発信する。
　また、十日町市と津南町では、2000年から３年に一度開催している「大地の芸術祭越
後妻有アートトリエンナーレ」に取り組んでいる。2015年に開催した第６回展での来訪者
数は51万人を数えた。一方、芸術祭会期以外では、約200の恒久作品をはじめその資
源を十分に生かし切れていない。そこで、当地域が現代アートの聖地であるブランド力
に磨きをかけ、四季を通じたアートプログラムや地場産品を活かすグッズ開発など、地
域住民や企業・団体と連携したブランド化を図り、さらなる通年の誘客推進を図る。具体
的には、四季ごとに季節感を活かす集中した期間をつくり、誘客の各となるイベントを中
心に、展覧会やパフォーミングアーツ公演などを開催し、地域の魅力を満載したスペ
シャルツアーの企画・催行なども行う。さらに、大地の芸術祭開催年以外の通年におい
ても、地域の住民や企業団体が事業に関係する機会を創出し、地場産業と結びつく
グッズ開発及びマーケットの開催などにより活性化を図る。

【計画期間】
　H29～R1

22,838,07022,838,070
推進交付

金
45,676,140

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

（Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

資料１－１

事業計画期間：H29～R1年度

交付金の交付対象期間：H29～R1年

度

検証対象期間：H29～R1年度

大地の芸術祭の

非開催年のため、

目標目安、実績

値はなし



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

里山なりわいル
ネッサンス事業

《６－１－３》

【農林課】

総合戦略：
P7
基本目標Ⅰ-①-1)
農業の担い手の育
成・確保・支援

地方創生推進交付金　小計 ② 事業数 ４ 95,064,580 41,932,290 53,132,290

（Ｃ）
外部有識者からの評価

6

【事業目的】
　十日町市にとって、田園回帰者の増加と定着は、次代の多様な担い手確保と豊かな
ふるさとづくりのために不可欠である。
　しかし、田園回帰者が農業だけで安定した生業（なりわい）を築くのは、「分散ほ場」や
「豪雪による冬期の耕作不能」など、生産条件が厳しいため、従来型の「農」への支援
に加え、「農＋α」という多彩ななりわいを営む仕組みを整え、支援する必要がある。
　ここでいう「農＋α」とは、田園回帰者が、里山を舞台に、基幹産業の農業に関りつ
つ、製造、販売、建設、福祉、ＩＴなど、複数業種に携わることで、各業種の人手不足等
を補うとともに、複数業種で働くことで一定水準以上の収入を得て、定住化と地域活性
化に結びづく働き方を指す。
　田園回帰者が、複数業務に携わることで、職種の垣根を越えた新たな業種間連携を
生み、地域全体の発展をもたらすことが、十日町市が地方創生として目指す将来像で
ある。

【事業概要】
１　里山連携加速化事業
　里山では、集落・農地の維持がますます困難になることが見込まれるため、集落の実
情にあった「里山未来プラン」を策定するとともに、集落機能を維持するための広域連
携や集落業務・作業の受委託等システムの構築を進める必要がある。また、当市にお
ける異業種連携モデルに位置づけている酒米生産では、需給のマッチングから、原料
（酒米）生産・銘酒の製造・販売・消費者連携に至るバリューチェーンをさらに強化する
ことで、里山での異業種連携を加速化する。
（1）里山未来プラン策定事業
・里山の課題解決に向けた先進事例を学ぶ研修会の開催
・里山の未来を、田園回帰者等を交えた幅広い視点から見つめ直し、プラン化するため
のアンケート調査や懇談会の開催
（2）里山維持広域システム策定事業
　市内の里山では、人口減少により、地元住民だけでの維持活動が困難になっている。
これまでも各集落では、出身者やボランティアにも呼びかけて、維持活動を続けてきた
ところです。里山の維持活動をより安定化するには、集落毎に行ってきた活動を広域的
に再編する必要がある。里山の魅力や憩いを提供するかわりに、維持活動に市民をは
じめ都市生活者や田園回帰者等多くの人から参加してもらう広域的なシステムづくりを
行います。
・里山のコミュニティー機能を維持するための広域的な事務や共同作業等の受委託シ
ステムの策定
・田園回帰者の複数業種にまたがる広域的な人材確保システムの構築準備
（3）異業種連携加速化事業
　日本酒が地酒と呼ばれるのは、原料の酒米と水、気候風土によって、地域ごとに特徴
ある商品がつくれることによる。地酒に係る業種間連携を強化し、「地元で生産された
高品質酒米を使って、こだわりの地酒造りを行い、地酒と産地の魅力を国内外の地酒
ファンに伝え、お客様から当市にお越しいただく」連鎖を築くことで、地酒という商品のみ
ならず、産地全体の価値を上げ・繋いでいくバリューチェーン拡大の取り組みを進めま
す。
・当市では酒造業と農業の異業種間連携を推進しており、需給のマッチングから、原料
（酒米）生産、銘酒の製造販売、消費者連携にいたるバリューチェーンをさらに強化する
ことで、里山の業種間連携を加速化する。

２　里山回帰加速化事業
　世界最大級の現代アートの祭典「大地の芸術祭」や「地域おこし協力隊」の受入れを
契機に、当市の里山に移住する田園回帰者が増えている。この流れを確実にとらえ、
かつ加速化することで里山での活性化に結びつける里山回帰加速化事業に取り組む。
・地域活性化の企画立案とともに、里山の地場産業を支え、かつ様々な業種とのマッチ
ングを図ることで、年間を通じ安定した雇用を確保するシステムの構築と運営を行う。
具体的には、春秋の農作業オペレーター、冬の除雪保安員・スキー場勤務、酒造会社
での冬から春の杜氏、介護福祉分野、そばやもち漬物など冬期の農産物加工など、必
要な人手が季節ごとに異なる業種と田園回帰者との繋ぎ合わせを図る。
・里山回帰の流れを加速するための、経営基盤（農地・施設・機械等）や生活基盤（お試
し居住施設）の斡旋・紹介システムの運用を図る。

【計画期間】
　H29～R3

2,565,045

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

市内におけ
る、十日町
産酒米の
生産面積
（契約栽培
面積）の増
加

指
標
②

82人
(H28～R3
年度累計)

・「農福連携」が、一部
試行的に始まっていま
す。稲作の他にイモ類
等を二次加工・三次加
工してそれを販売す
る、その中に福祉が関
わるという非常に新し
い、今全国的にも動き
があり、今までにない
十日町市の動きが芽
生え始めている。指標
は指標としてですが、
就農者を底支えする
ような仕組・お金があ
ると、もうワンステップ
上がると思います。

Ｂ
＋

１　里山連携加速化事業
・生産者・酒造会社・取扱
店等の異業種が連携しつ
つ、地場産の優れた食材
（酒米など原料）を地元企
業（酒蔵など）が商品化
し、付加価値を高め、消費
者に訴求する取組を行
う。
・令和２年３月以降、新型
コロナウイルス感染症の
影響で日本酒需要が大き
く落ち込んでいることか
ら、今後「需要変化に合せ
た生産量の見直し」は不
可避となっている。また、
家庭需要の増大など、消
費形態の変化に伴い、栽
培・生産履歴等が明らか
な、安心安全な農産物・
食品への関心が高まって
いることから、地域ブラン
ドの強化方法を見直して
いく。

２．里山回帰加速化事業
・就農希望者が着実に定
着できるよう関係機関で
サポート体制を構築し、栽
培技術や経営スキルの習
得、フォローアップや相談
活動を実施していく。
・就農初期は農業経営が
不安定であることから、国
の農業次世代人材投資
資金や市の青年就農準
備金事業など各種事業を
活用し、経営開始時の経
営確立を支援する。

事業内
容の見
直し（改
善）を行

う。

（Ｄ）
事業の方向性

（Ｂ）
当該年度における取組評価

地方創生
に効果が

あった

【実績】
１　里山連携加速化事業
（３）異業種連携加速化事業
①広告業務
   生産者・酒造会社・取扱店等の異業種が連
携し、市内産酒米を使った地酒造りを推進して
いる「十日町産酒米プロジェクト」の活動を専門
誌（ラ・ファーファ）WEB・SNSに掲載し、消費者
への訴求を行った。成果品＝・WEB「@la farfa」
での記事掲載５回（合計閲覧13,209）・SNSでの
告知　委託料：1,870千円
②ブランディング業務
　プロジェクトの魅力やこだわりをブランドに磨
き上げ、共通のロゴデザイン等を通じて商品や
ブランド価値を消費者に訴求することを目的に
ブランディング業務を行った。成果品＝取材・
ワークショップ等に基づく報告書、販促物デザ
イン提案一式　委託料：1,980千円
③乾燥調製施設酒米受入体制整備
　酒米の生産振興を図るため、共同乾燥調製
施設での酒米受入に必要な選別網の導入を補
助した。補助対象：十日町農業協同組合　補助
額：183千円

２　里山回帰加速化事業
（１）里山就農促進事業
　　市外からの移住・就農を促進するため、市
内旅行業取扱業者に補助し、移住就農体験ツ
アーを2回実施し、延べ12名から参加いただい
た。ツアー内容：就農体験、農家ご飯試食、農
家との意見交換・懇談、就農支援制度の説明、
シェアハウスの見学　補助額：719千円
（２）里山回帰者アグリチャレンジ事業
　　移住就農者の農業経営を支援するため、移
住就農者が中心となって立ち上げた農業法人
のサツマイモ加工機械の導入費用を補助。補
助額：377千円

【成果】
１　里山連携加速化事業
（３）異業種連携加速化事業
①広告業務では、「十日町産酒米プロジェクト」
に参画する酒造会社の製品の特徴、米生産者
のこだわりなどを日本酒に関心の高い若者層
に訴求することができた。
②ブランディング事業では、原料（酒米）生産
者、製品（日本酒）製造者、商品販売者が「地
場産」にこだわり、物語性を持った「十日町産
酒米プロジェクト」の強化を進めることの認識強
化を図ることができた。
③乾燥調製施設酒米受入体制整備では、十日
町農業協同組合への酒米（五百万石）の受入
体制が整った。

２．里山回帰加速化事業
（１）里山就農促進事業
　参加者は少なかったが、農作業だけでなく、
農家との懇談や農家飯など田舎の食文化も体
験してもらい、好評だった。
（２）里山回帰者アグリチャレンジ事業
　導入した真空包装機により干し芋に加工した
サツマイモを真空バック化して冷凍保存するこ
とにより、長期販売が可能になった。

【課題】
１　里山連携加速化事業
　田園回帰の流れは加速化しつつあり、移住
希望者が活躍・定着できる働き方の提案や地
域産業がつくれるかが課題となっている。そこ
で、異業種連携による産業振興により移住・就
農の受入体制の整備を的確に行うことが求め
られる。
２　里山回帰加速化事業
新規就農者は農業法人への雇用就農が多く、
個人の新規就農は少ない。新規就農者は農業
技術や農業経営が不安定であり、定着するま
で継続して支援する必要がある。

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

R1総額

財源内訳

指標

5,130,090
推進交付

金

50.4ha74.2ha124.2ha
(R3年度)

11.9ha
(H28年度)

73人
(H28：13人
H29：27人
H30：17人
R1：16人)

54人13人
(H28年度)

市内におけ
る、新規就
農者の増
加

指
標
①

2,565,045

資料１－１

事業計画期間：H29～R3年度

交付金の交付対象期間：H29～R1年

度

検証対象期間：H29～R3年度



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

豪雪を活かしたイ
ンバウンド対応の
ための大厳寺高原
キャンプ場整備事
業
（繰越明許）

《７－１－３》

【観光交流課】

指
標
①

大厳寺高
原キャンプ
場の施設
売上高

16,542,000
円

(H27年度)

24,042,000
円

(R2年度)

21,542,000
円

16,715,670
円

総合戦略：
P17
基本目標Ⅲ-②-1)
外国人観光客の誘
客促進

指
標
②

十日町市
内の外国
人観光客
来訪者数

7,567人
(H27年度)

9,667人
(R2年度)

※(基準値
＋2,100)

9,067人 18,332人

キャンパス白倉創
生事業
（繰越明許）

《７－１－３》

【川西支所
地域振興課】

指
標
①

キャンパス
白倉の年
間利用者
数

415人
(H27年度)

645人
(R2年度)

585人 561人

総合戦略：
P16
基本目標Ⅲ-①-1)
若い世代のＵＩＪ
ターンの促進

指
標
②

白倉地区
への移住
定住者数

0人
(H27年度)

1人
(R2年度)

0人 0人

特に見
直しをせ
ず、事業
を継続
する。

・豪雪とアウトドアを組み
合わせたコンテンツとし
て、外国人を中心とした観
光誘客を図る。
・雪上キャンプの人気予
約サイトへの登録等、新
たなコンテンツの積極的
な活用による誘客増を図
る。
・着地型体験プログラムを
提供する市内事業者等と
の連携により、アウトドア
商品のブラッシュアップや
新規開発による誘客増加
と客単価向上を図る。
・清田山キャンプ場等、市
内のアウトドアフィールド
との周遊メニュー開発等
による滞在期間延長によ
る経済波及効果向上を図
る。

特に見
直しをせ
ず、事業
を継続
する。

　白倉再生計画に基づく
「～学べる学校・遊べる学
校・自由な学校への再生
～」への事業展開と、利用
拡大に向けた協議検討を
行う「白倉創生会議」を開
催し、更なる施設利用者
の増による交流人口の拡
大に努める。

【事業目的】
　少子高齢化が進み、様々な分野において担い手不足が深刻化している白倉地区にお
いてキャンパス白倉は、同地区と国際交流、都市交流を繋ぐ大切な施設となっている
が、宿泊・交流機能に乏しく利活用が進んでいない。このため、半廃校状態であり特色
を持たないキャンパス白倉を、都市の建築系の企業や大学などの本格的な研修・教
育・宿泊施設となる「学べる学校・遊べる学校・自由な学校」へと再生する。キャンパス
白倉のソフト・ハード両面における機能を充実・拡大することにより、交流人口拡大と移
住定住者を確保し、持続可能な白倉地区を創生する。

【事業概要】
　旧白倉小学校の雰囲気を保ちながら、宿泊室の整備や冷暖房の整備などを行うこと
により、安価な宿泊料の中で快適な宿泊環境を整備する。当該事業により、キャンパス
白倉の１階は交流や小イベントなど自由に使える場、２階は宿泊の場、体育館は先駆
的装置等を備えた研修の場として再生する。
　都市や外国からメールで送られてきた設計図に基づき、設計図どおりに自由自在に
製品を製作することが可能な３Ｄカッターを整備する。この装置を導入することにより、
白倉地区と都市や外国との距離と時間を考えることなく作品制作や研修、教育といった
「学べる学校」を提供することが可能となる。また、地元若手建築事業者の研修としても
有効活用する。また、ＡＡスクールが、オープンスクールへの招致を計画している都市
の大手建設会社、大学、若手建築家集団、及び白倉地区住民によるシンポジウムを開
催して、オープンスクール開校及び建築系の企業や大学等の研修・教育・宿泊施設とし
て、「学べる学校」の利用拡大を広くＰＲする。さらに、地域活性化に取組んでいる若者、
Ｉターン留学生などで構成する「飛び込め・廃校ぐらし実行委員会」を組織する。当該実
行委員会は、学校という環境を生かした若者の仲間づくりを目的とした、企画書の策定
と実践をとおした若者が集う「遊べる学校」・「自由な学校」をＰＲする。

１　キャンパス白倉整備
1）校舎２階の教室に柵付けの二段ベッドを一部整備し、利用者ニーズの向上を図る。
2）冷暖房設備を新設して、夏冬快適な宿泊環境を整備する。
3）窓を二重サッシとして気密性を高め、冷暖房の効果を高める。
4）校舎２階の使われていないロッカー室をシャワー室として整備する。
5）校舎１階の厨房を改修して、通年食事の提供が行える体制に整える。
6）屋上に転落防止柵を設置して有効活用を図る。

２　シンポジウムの開催

３　企画書作成と実践・先駆的物品整備

【計画期間】
　H29～R2

拠点整備
交付金 B

・固定客や新規の利
用者数のお話の中
で、今里山は見直され
ており、特に東京の大
企業のセミナーがこう
いった里山にどんどん
来ています。ただ、セ
ミナーを受け入れるノ
ウハウが十日町市に
はないため、断わって
いるところがたくさん
あると思います。地域
おこし協力隊や市外
からの新規就農者の
中にはそういったスキ
ルを持った方もいらっ
しゃり、例えば、池谷
地区や三ケ村は里山
地域を使って大規模
の企業のセミナーを受
け入れることも企画し
ていらっしゃいます。
そういったことや、大
学の先生方をつかま
えてゼミを持ってくると
いった側面から、どん
どん市外から人を呼
び込み、魅力を訴えて
定住者を見つけようと
いった企画と思いま
す。是非ともあらゆる
手段で、特に都会の
大企業・マンモス大学
はこういった地を求め
ている場合があります
ので、医療・福祉・行
政等がタッグを組んで
市外の方を呼び込
む、そして白倉キャン
パスを利用していただ
くことを考えたらどう
か。

B

・信越トレイルの最終
ゴールの天水山の下
にものすごいブナ林が
あるが、意外と知られ
ていない。都会の人が
秋のブナ林の写真を
撮りに来るとか、カメラ
に興味がある人には
結構知られているの
ですが、一般の人は
あまりにも知らなすぎ
る。何かキャンプ場と
ブナ林をリンクさせて
みるような戦略が必要
と思う。

・従前の魅力的なもの
も含めて準備づくりを
して、さらなる連携に
よってこの地域がより
魅力的になっていくと
いうところも期待され
る。評価についてはそ
ういった積上げも出て
きていると思う。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

【実績】
・大厳寺高原キャンプ場のキャンプサイト利便
性向上のため、受付等拠点施設である希望
館の大規模改修を実施（H29年度実施）。
・スノーピーク監修による外壁色の変更、24時
間利用可能なシャワー室新設、床面の土足
利用可能な材質への改修等により外国人の
利用に対応した機能を整備（H29年度実施）。

【成果】
・スノーピーク監修のキャンプ場としてハード
面での要件を満たしたことをPRした効果もあ
り、利用者が増加した。
・シャワーの新設等により、ファミリー層やキャ
ンプ初級者層の利用増加が期待される。
・ハード面だけでなく、水上アクティビティを中
心とした提供プログラムも浸透し利用者が増
加。ハード・ソフト両面の相乗効果が表れてき
ている。

【課題】
・更なる誘客のために市内の他のキャンプ場
等との連携した周遊プログラムの開発など、
市内アウトドアフィールドを一体化した商品開
発が必要。

（Ｃ）
外部有識者からの評価

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｄ）
事業の方向性

R1総額

財源内訳

指標

地方創生
に効果が

あった

【実績】
　平成6年閉校の旧白倉小学校を簡易宿舎と
して活用してきたが、平成29年度に拠点整備
交付金を活用し、冷暖房やユニットバスをはじ
め宿泊環境の整備や施設活用の推進による
白倉地区の活性化の取組を行った。

①年間施設利用者数
　前年実績33.3％増、年度別目標95.9％で、
最終年R3.3末目標値の87.0%の達成となっ
た。

②移住定住者数
　前年を上回る施設利用で地域間交流も図ら
れたが、移住定住には至らなかった。

【成果】
　ホームページ等により施設活用のＰＲに努
めたことも関係したのか、新規利用者も増え
てきた。引き続き、施設利用者増と移住定住
者の確保に向けPRを図る。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症に伴い、施設利
用者の受け入れが出来ず、利用者の減少が
見込まれる。新しい生活様式に対応した受入
体制の整備や、創意工夫による施設活用の
PRなどを図る必要がある。

― ― ―

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

7

【事業目的】
　大厳寺高原は、十日町市松之山地区の西端部に位置するキャンプ場であり、天気の
いい日には日本海を望むことができるロケーションを誇る場所であるが、地域の少子高
齢化に加え、施設の老朽化により利用者が減少している。外国人の中でも、タイ、香
港、台湾など雪の降らない地域の人々は雪に対する憧れが非常に強いため、この地域
のロケーションと日本有数の豪雪を活かした「豪雪を活かしたインバウンド対応のため
の大厳寺高原キャンプ場整備事業」により、トイレやシャワーなど、外国人利用者に対
応した施設の整備を行い、誘客の促進を図る。

【事業概要】
　当市は「豪雪」をキラーコンテンツとして外国人の受け入れを推進している。この大厳
寺高原は、市内でも一、二を争う積雪量を誇り、積もった雪は５月中旬まで消えずにい
るため、「雪中キャンプ」という他では類を見ないアクティビティの提供が可能である。希
望館は本キャンプ場のメインとなる施設であり、今回の改修を行うことで雪中キャンプを
目的として来訪した外国人の利便性向上に大いに寄与するものである。

　希望館の大規模改修
　①外装の改修
　　・屋根、壁面の塗装
　　・玄関外側の改修
　②内装の改修
　　・シャワー室（給排水工事、更衣室工事）
　　・壁面、カウンター工事
　　・照明工事
　　・床面、天井工事

【計画期間】
　H29～R2

拠点整備
交付金

― ― ―
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資料１－１

事業計画期間：H29～R2年度

交付金の交付対象期間：H29年度

（交付金の交付はH29年度で終了）

検証対象期間：H29～R2年度

事業計画期間：H29～R2年度

交付金の交付対象期間：H29年度

（交付金の交付はH29年度で終了）

検証対象期間：H29～R2年度



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

大地の芸術祭　東
川美術館の改修事
業
（繰越明許）

《７－１－９》

【松之山支所
地域振興課】

総合戦略：
P18
基本目標Ⅲ-②-5）
大地の芸術祭の推
進

大地の芸術祭拠点
施設整備事業（キ
ナーレ）

《７－１－９》

【観光交流課】

指
標
①

大地の芸
術祭　越後
妻有アート
トリエン
ナーレの入
込数

510,000人
(H27年度)

（第6回）

530,000人
(R3年度)
（第8回）

－ 人 － 人

総合戦略：
P18
基本目標Ⅲ-②-5)
大地の芸術祭の推
進

指
標
②

キナーレの
単館入場
者数

64,000人
(H27年度)

69,500人
(R3年度)

－ 人 － 人

特に見
直しをせ
ず、事業
を継続
する。

・新型コロナウィルス感染
症対策による移動の自粛
要請により集客減が見込
まれる中、東川美術館
は、2006年第３回展の旧
作品であるにも関わらず
プレイバックツアーに組み
込まれる等、大切にされ
た施設であるとともに根
強いファンも多い。自粛解
除後は近隣の清津峡渓
谷トンネルとの連携によ
り、芸術祭ファン以外の新
規の誘客にも努める。

キナーレは大地の芸術祭
の重要な拠点施設として
市街地と密接に関連して
いる。拠点施設であるキ
ナーレを中心に市街地と
引いては市内周遊へと来
訪者を促すため集客力の
ある企画展や新規性のあ
る作品を展示し、施設の
特色・魅力を高め、更なる
誘客の促進と交流人口の
増大を図る。

拠点整備
交付金

― ―
地方創生
に効果が

あった

【実績】
・平成29年度に拠点整備交付金を活用し、老
朽化が著しい東川美術館の屋根、トイレ、玄
関及び集会室の改修事業を実施した。

【成果】
・令和元年度は、第７回展の翌年であり、入込
客が落ち込むことが予想されたが、「大地の
芸術祭の里2019 プレイバックツアー」など新
たな取組や清津峡渓谷トンネルの波及効果
により一定の成果があった。（開催年以前の
平成26年度比211人の増加）

【課題】
・新型コロナウィルス感染症対策による休館、
県をまたぐ移動の自粛要請による集客減が
見込まれる。新しい生活様式に対応した利用
体制を整え、創意工夫による誘客に努める必
要がある。
・人口減、高齢化に伴い、受付案内業務担う
人材の確保が課題となっている。

9

【事業目的】
　東川美術館は、旧東川小学校として建設されて以来40年以上が経過し、屋根等の腐
食が進んでいる。2006年に廃校舎を利用し、ボルタンスキーミュージアムとして改修さ
れ、大地の芸術祭作品施設として地域でも重要な観光拠点施設の一つになっている。
　第７回芸術祭（2018年）に向けて屋根改修により施設の延命化を図るとともに、外国
人観光客に対応したトイレ改修、来客者の交流の場として集会室改修、駐車場整備を
行い、市内各地の作品施設と連携を図りながら観光客の誘致を図る。
　また、大勢の観光客が流入することにより、各地の青空市場への立ち寄りを促し地場
産野菜等の販売や、クロス１０（地場産業振興センター）でのソバをはじめ当市の特産
物産販売に結び付け、地域住民の所得向上を目指す。

【事業概要】
　当地域では、大地の芸術祭施設の一つに「東川美術館」があり、旧東川小学校を活用
とした展示施設がある。建築後40年以上が経過し、今回の改修により施設の延命化を
図り、国内外の観光客を誘致する基盤の整備と受入のための環境整備も行う。

１　東川美術館の改修
①屋根改修事業
②トイレ改修事業
③体育館１階エントランス・階段・２階集会室の改修

【計画期間】
　H29～R2

・大地の芸術祭に関す
る国からの補助金額
について、国からこれ
だけ支援していただい
ている、国から認めら
れているということの
アピールが弱いのと
思います。これだけ国
が期待しているという
ことを金額を示しなが
ら市民に働き掛けない
といけない。市民へア
ピールすることも大
事。

・キナーレの使用につ
いて、芸術祭以外でも
使用できることを明示
することでこれからの
芸術祭以外での利用
促進に繋がる。

B

（Ｄ）
事業の方向性

R1総額

財源内訳

指標

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

指
標
①

事業が
効果的

であった
ことか

ら、取組
の追加
等さらに
発展さ
せる。

B

・地域住民をより巻き
込んだ形での運営と
いうことが必要になっ
てくるか。コロナウイル
スが落ち着いてくるこ
とを見越して、近隣地
域との周遊も含めてよ
り力を入れてほしい。

29,000人
(H27年度)

年間施設
利用者

―

地方創生
に非常に
効果的で
あった

【実績】
7月下旬～9月上旬までキナーレにて水遊び
博覧会を実施。（集客：8,097人）
R１年度の雪まつりをキナーレで実施し、初と
なる大地の芸術祭とのコラボ企画「マキオ巨
人と雪像散歩」、「鬼太鼓座」を実施。

【成果】
芸術祭の拠点施設であるキナーレで施設の
特性を活かした企画展を継続的に実施するこ
とで、新規利用者やリピーターが定着してい
る。
雪まつりのメーン会場をキナーレに変更とい
う初の試みではあったが、鬼太鼓座による集
客力の強化とバルーン人形のマキオ巨人を
会場内の至るところで登場させ雪まつり全体
の賑わいを創出し、併設する里山現代美術館
の利用者も増加し、大地の芸術祭をPRするこ
とが出来た。

【課題】
キナーレ２階の常設作品が展示され８年が経
過し、作品の展示替えなどによる新規性が必
要。また、リピーターや新規ファンを獲得する
には、集客力のある特徴的な企画展やワーク
ショップの開催などが必須であるため、今後
は展示スペースも含めた美術館の再構築に
向けた検討が必要。

（Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）
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【事業目的】
　大地の芸術祭の施設や作品を通じて、この土地に暮らす住民と来訪者が、この土地
の「自然や歴史、伝統文化、人の営み」を、後世に伝えるべき大切な資源であることを
再認識するとともに、現代美術の力を活用して「地域全体が現代美術の作品」という「里
山現代美術館ブランド」を確立させることにより、芸術祭への来訪者の増加並びに当市
への就業を前提とした移住・定住者の更なる増加を目指す。

【事業概要】
　2018年の第7回大地の芸術祭、また2021年の第8回大地の芸術祭では、中心市街地
で『（仮称）越後妻有方丈アトリエ村』を予定している。キナーレはその拠点施設と位置
付けて計画を進めており、キナーレ回廊部分及び市街地の商店や住宅を舞台に10～
20軒の方丈（四畳半程度の狭い空間）でショップの展開を想定している。キナーレは市
街地の作品展開と密接に関連しており、施設の特色・魅力を高めるとともに中心市街地
全体の魅力を高めるものとなる。また、2017～2018年にかけて市単独費で池部分の改
修も予定しており、こちらも単なる池でなく芸術作品の一つとしてリニューアルする予
定。大規模なリニューアルによる拠点整備を行うことで、大地の芸術祭を訪れる観光客
等の数を大幅に増やし、会期以外は交流施設としての位置づけによるイベント開催等
を行い、賑わい創出の施設としても活用する。

　・キナーレのリニューアル工事
　回廊部分のリニューアル（回廊部分の方丈（四畳半程度の狭い空間）でショップを新た
に展開）

【計画期間】
　H29～R3

拠点整備
交付金

― ―

2,066人31,400人31,600人
(R2年度)

―

資料１－１

事業計画期間：H29～R2年度

交付金の交付対象期間：H29年度

（交付金の交付はH29年度で終了）

検証対象期間：H29～R2年度

事業計画期間：H29～R3年度

交付金の交付対象期間：H29年度

（交付金の交付はH29年度で終了）

検証期間：H29～R3年度
大地の芸術祭の

非開催年のため、

目標目安、実績

値はなし

大地の芸術祭の

非開催年のため、

目標目安、実績

値はなし

基準値のH27年度は大地の芸術祭開催年

である。指標値（目標年度）及びR1目標目

安は計画作成上、基準値をベースに年々

利用者が増加する目標設定としたため、

大地の芸術祭の非開催年であるR1年度実

績値と大きな相違が生じている。



交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R1
目標目安

R1
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意
見

今後の
方針

今後の展開

大地の芸術祭拠点
施設整備事業（農
舞台）

《７－１－９》

【観光交流課】

指
標
①

大地の芸
術祭　越後
妻有アート
トリエン
ナーレの入
込数

510,000人
(H27年度)

（第6回）

530,000人
(R3年度)
（第8回）

－ 人 － 人

総合戦略：
P18
基本目標Ⅲ-②-5)
大地の芸術祭の推
進

指
標
②

農舞台の
単館入場
者数

94,000人
(H27年度)

100,000人
（R3年度)

－ 人 － 人

地方創生拠点整備交付金　小計 ③ 事業数 ５ 0 0 0

令和元年度　地方創交付金 （①+②+③） 合計 事業数 11 95,064,580 41,932,290 53,132,290

R1総額

財源内訳

指標

令和元年度　地方創生交付金　（　加速化交付金　、　推進交付金　、　拠点整備交付金　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

（Ｄ）
事業の方向性

農舞台の由来でもある
「農」と、農によってもたら
される「食」を中心としたイ
ベントやワークショップを
定期的に開催し通年誘客
の獲得を目指す。
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【事業目的】
　大地の芸術祭の施設や作品を通じて、この土地に暮らす住民と来訪者が、この土地
の「自然や歴史、伝統文化、人の営み」を、後世に伝えるべき大切な資源であることを
再認識するとともに、現代美術の力を活用して「地域全体が現代美術の作品」という「里
山現代美術館ブランド」を確立させることにより、芸術祭への来訪者の増加並びに当市
への就業を前提とした移住・定住者の更なる増加を目指す。

【事業概要】
　地元産の食材を使用した里山メニューが大人気の越後まつだい里山食堂は、ビュッ
フェサービス機能を強化し、地元の食材をより多くのお客様に楽しんでいただける仕組
みづくりを行う。また、従来の部屋空間の壁面を一部壊し、これまで不可能だった大空
間での展示やイベント等を開催予定。農舞台の由来でもある「農」と、農によってもたら
される「食」を中心としたイベントやワークショップを開催できる空間に生まれ変わらせ、
ゆくゆくは棚田バンクに代表される食と農の取り組みの展示スペースとしても活用予
定。トリックアート的な造りから来場者に驚きと喜びを与える作品となっている現在のト
イレは、バリアフリー化するとともに、老朽化したトリックアートのリニューアルを実施。
大規模なリニューアルによる拠点整備を行うことで、大地の芸術祭を訪れる観光客等
の数を大幅に増やす。交流施設としての位置づけによるイベント開催等を行い、賑わい
創出の施設としても活用する。

１農舞台のリニューアル工事
　①里山食堂改修工事（ビュッフェサービス機能を強化）
　②展示室改修工事（大空間での展示やイベント等開催スペースの整備）
　③アメニティ向上（バリアフリー化、トリックアート改修）

【計画期間】
　H29～R3

拠点整備
交付金

― ― ―

地方創生
に非常に
効果的で
あった

【実績】
H29年度に大地の芸術祭拠点施設（農舞台）
のリニューアル工事を実施。
改修した食堂スペースでは山菜を楽しむ会
や、米沢シェフ、塩田シェフを招いた新メ
ニュー開発などワークショップを実施。展示ス
ペースでは山菜を題材にした企画展や詩集と
塗り絵展示、棚田バンクの企画展など四季毎
に企画展を実施。

【成果】
地元イベントやワークショップに活用しやすく
関係人口を生み出す交流の場となった。また
都内有名シェフのアドバイスを受けながら米
粉を活用した新メニューを開発し、売上増を
図った。
また棚田バンク参加集落住民と体験参加者と
の食による交流会「おにぎりＢＡＲ」を実施し、
約120名が参加した。これを契機にケータリン
グ専門会社でのケータリング商品に「まつだ
い棚田バンク」の米が採用された。

【課題】
地域住民が魅力ある施設として認識していな
ければ市外へも魅力は伝わらない。地元住民
の利用は限られており、地域住民が参加した
くなるイベント、場所の貸出など新たな取組が
必要。

B

・何か芸術祭関連のイ
ベントを行っている時
は人が訪れている印
象がありますが、それ
以外の時は閑散とし
ている印象で逆に寂し
くなってしまいます。魅
力的な会場であるの
で、会場を一般のイベ
ントに開放するような
ことも検討したらどう
か。

事業が
効果的

であった
ことか

ら、取組
の追加
等さらに
発展さ
せる。

資料１－１

事業計画期間：H29～R3年度

交付金の交付対象期間：H29年度

（交付金の交付はH29年度で終了）

検証対象期間：H29～R3年度
大地の芸術祭の

非開催年のため、

目標目安、実績

値はなし

大地の芸術祭の

非開催年のため、

目標目安、実績

値はなし


